
富岩運河等における対策工法の検討状況について 

資 料 ３ 

１ 対策工法の検討経緯 

ダイオキシン類に汚染された底質の対策工法については、「港湾における底質ダイ

オキシン類対策技術指針（H20.4月改訂、国交省港湾局）において、浚渫・掘削除去、

覆砂、原位置固化の３つの工法が示されている。 

このため、県では「富山県富岩運河等ダイオキシン類対策検討委員会」（平成13年

８月設置；以下、「委員会」という）の意見を聞きながら、各工法について室内実験や

現地での試験施工を行ってきた。 

その結果、原位置固化工法は、施工方法等にも課題が多いことから、富岩運河への

適用性が低いとされた。 

一方、浚渫・掘削除去工法、覆砂工法は、いずれも適用性が高いと考えられること

から、工法の組合せや適用範囲について詳細な検討を進めることとされた。 

また、平成 21 年には、第９回委員会（H.21.5 開催）での提言を受けて、中島閘門

の上下流では自然条件が大きく異なることから、覆砂工法における覆砂の安定性等に

ついて土木工学的見地で検討する「富岩運河等ダイオキシン類対策工法検討専門部会」

（平成21年９月設置；以下、「専門部会」という）を設け、検討を進めてきた。 
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図-3.1 対策工法選定の基本的な流れ 
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中島閘門上下流での覆砂の現地試験施工やその後のモニタリング調査結果、各調査

検討結果から、去る平成23年３月18日に開催された第11回委員会において、中島閘

門上流区間の対策工法は、覆砂工法が妥当であるとされた。（なお、一部所要の水深

が確保されない区域は、浚渫・除去工法を併用する。） 

また、中島閘門下流区間の対策工法については、今後の調査結果を踏まえ、専門部

会の意見を聞きながら、引き続き検討することとされた。 
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　　　　　対策工法

比較項目

作業手順

・汚染物質を浚渫（掘削）により除去する。

・浚渫土は汚染濃度に応じ処分する。

・原因物質である汚染底質を除去することから、改善効果が高い。

・継続的なモニタリングが必要である。 ・継続的なモニタリングが必要である。

・沈木等障害物が多い場合、施工性が低下する。 ・施工が容易である。

・浚渫土の最終処分が必要となる。 ・原位置処理の為、最終処分が不要である。

・浚渫土の無害化処理コストが非常に高価 ・対策費用は最も安価となる。

・浚渫土の余水処理が必要となる。 ・施工後維持管理を継続する必要がある。 ・補助覆砂工の処分が必要となる。

・汚染底質を除去するため、施工後の安全性は極めて高い。 ・出水や波浪による覆砂の流失に対する検討が必要。 ・溶出防止効果を確認するための継続的なモニタリングが必要。

・溶出防止効果を確認するための継続的なモニタリングが必要。 ・施工時に底質が拡散する場合がある。

・覆砂厚が減少した場合、砂の補充が必要となる。 ・施工中の固化材による水質への影響について検討が必要。

・水深が浅くなる。 ・補助覆砂工を除去しない場合、水深が浅くなる。・浚渫土の中間処理、一時保管及び処分用地を確保する必要がある。

その他

・水中施工時の押さえ盛土と汚濁防止対策のため補助覆砂工が必要である。
・固化の品質管理が課題。

・水中施工では覆砂等補助工法が必要となる。ドライ施工の場合は、締め切り工
や濁水処理が必要となる。覆砂工法と比較して高価となる。

砂撒き出し→固化処理

工法の概要
　3,000pg-TEQ/g超 ： 原則、無害化処理
　　　　（無害化処理を直ちに適用できない場合は必要な措置を講じ一時保管）
　150超～3,000ｐｇ-TEQ/g超 ： 管理型処分場で処分する

・良質な砂等で汚染底質を被覆することにより、底質からのダイオキシン類の溶出及
び巻き上げを防止する。

　底質ダイオキシン類対策工法の概要

・砂等による被覆により巻き上げ防止と溶出防止効果が得られる。 ・汚染底質を固化することにより巻き上げ防止と溶出防止効果が得られる。

・汚染底質を原位置でセメント等で固化し、底質からのダイオキシン類の溶出及
び巻き上げを防止する。

概　念　図

浚渫除去→運搬(送泥）→減容化(分級脱水）→処分(保管）→一部無害化 シート布設→砂撒き出し

①　浚渫・除去 ②　覆　砂　(+シート) ③　原位置固化処理

・浚渫土の処分が必要であり、また、一時保管する場合は浸出・流出等の対策を
講じる必要がある。

改善効果

経済性

施工性

安全性
(暴露リスク)

覆砂

巻き上げ防止シートﾀﾞｲｵｷｼﾝ汚染土

‐
3
‐

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ汚染土

高濃度薄層浚渫船

覆砂

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ汚染土

浅層混合処理台船

固化処理体



図-3.2 富岩運河ダイオキシン類対策工法検討経緯フロー図
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H18～H19 覆砂・固化室内溶出試験

原位置固化覆　砂掘削除去(浚渫）

第4回委員会
H15.2.12

浚渫底質の減容化試験

H17 浚渫現地試験施工(閘門上流域)

H19 覆砂現地試験施工(閘門上流域)

H21.12 覆砂現地試験施工(閘門下流域)

・浚渫工法は、最もリスク低減効果が大きい対策であるが、処分・保管場所の面積、
費用の面から対策土量の減容化を行う必要がある

・浚渫工法は、処理・処分方法や不陸・障害物、事業費について検討事項は残るが、
富岩運河に対する適用性は高い
・原位置工法の室内試験結果と現地試験施工結果を元に具体的な検討を継続する

第7回委員会
H18.11.16

第6回委員会
H17.2.17

第8回委員会
H20.3.26

・改善効果の高い浚渫工法は、現地で試験施工を実施し適用性を検討する
・一工法に絞るのではなく、組合せについて総合的に検討する
・原位置工法について、室内試験を行い検討を継続する

・覆砂、浚渫共に富岩運河への適用性が高い工法であるため、今後、工法の組み合わせや
適用範囲について詳細な検討を継続する
・固化工法は、添加材量や施工方法に課題が多く、富岩運河への適用性は低い

第9回委員会
H21.5.18

・浚渫工法は、改善効果が高いものの、保管用地の確保や保管方法などの課題があり、
また、適用可能な無害化処理技術の調査、検討を継続する必要がある
・覆砂工法は、浚渫より事業期間が短く、事業費も安価であるが、波浪や出水等による影
響が不明である。また、運河機能を維持するための浚渫について検討する必要がある
・閘門下流部での覆砂試験施工を実施し、対策工法を検討する専門部会の中で最適な工法
の組合せについて検討する必要がある

富岩運河での
適用性は低い

×

富岩運河での
適用性は高い

○

富岩運河での
適用性は高い

○

底質ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類
対策工法

第10回委員会
H22.4.19

覆砂現地試験施工の結果から
（中島閘門上流部）
・覆砂形状はほぼ保持されていることが確認された
・汚染底質の覆砂層への混り込みについて、問題があるほどの混り込みは認められない
・覆砂上に繁茂する水草の対策について検討すること
（中島閘門下流部）
・波浪、潮汐、出水等の自然現象による覆砂厚等への影響があることが明らかになった
が、継続して調査する必要がある

【覆砂工法の安定性の検討】
　第１回工法検討専門部会（H21.9.7）
　第２回工法検討専門部会（H21.11.12）
　 ・中島閘門下流３ヶ所において覆砂試験施工を実施すること
　 ・覆砂の安定性の判定基準を含め、評価方法について検討すること
　 ・施工中の環境監視方法について考え方の整理を行うこと

第11回委員会
H23.3.18

 中島閘門上流部の対策工法について
　 ・覆砂工法は、妥当である
　  （一部所要の水深が確保できない区域は、浚渫・除去工法を併用する）

 中島閘門下流部の対策工法について
　 ・今後の調査結果を踏まえ、専門部会の意見を聞きながら引き続き検討する

第5回委員会
H16.3.12

・汚染原因調査

 ・汚染原因の
　 とりまとめ

【覆砂工法の安定性の検討】
　第３回工法検討専門部会（H22.7.27）
　・施工中の環境監視基準・方法については、概ね妥当と認められる
  第４回工法検討専門部会（H22.12.16）
 　・中島閘門上流区間での覆砂工法は、出水等の外力に対し安定性が
　確保され、ダイオキシン類の溶出や巻き上がりを防止する効果があ
　ることから、対策工法として妥当と認められる
　　なお、所要の水深が確保されない区域については、浚渫除去工法
　を併用するものとする
　 ・中島閘門下流区間での対策工法については、上流区間との外力条
　件の違い等があることから、今後の調査結果を踏まえ、引き続き検
　討する



２ 対策工法の概要 

中島閘門上流部（対策延長約 1.6 ㎞）における底質のダイオキシン類対策工法は、

一部浚渫・除去工法を併用する覆砂工法とする。 

【覆砂工】 

・巻き上げ防止シートを敷設後、覆砂をおこなう 

・覆砂厚 … ３０㎝ 

・覆砂材 … 中央粒径0.12㎜以上の砂（伏木外港浚渫土） 

【浚渫工】 

・現況水深が－２ｍ未満を浚渫・除去する 
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図-3.3対策工法標準断面図

現況水深2.0m 以上の場合 

現況水深2.0m 未満の場合 
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図-3.4中島閘門上流部対策 概略平面図
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